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はじめに
AI (artificial intelligence 人工知能) は現在開発されている技術のなかで
知的興味を喚起し, 社会全体に将来もっとも大きな影響を与える技術である
ことは疑いない｡ それは以前労働者が行っていたタスクを自動化 (automa-
tion) して労働需要が低下する一方で, 人間がそれを利用できるような新し
いタスクを生み出す可能性がある｡ AI, コンピュータ数値制御機械, 産業用
ロボットなどの自動化が失業を拡大させるという見解がある｡ 一方では過去
の技術革新と同様に現在の自動化が最終的に労働需要, ひいては雇用と賃金
を増加させるという見解がある｡
本稿は AIやロボットを中心とするイノベーションが産業構造やタスクの
変化によって労働分配率が低下し, 所得格差が拡大していることを明らかに
する｡ デジタル製品は勝者総取り (winner-take-all) の市場構造を生み出す｡
その結果大企業はこのようなデジタルイノベーションによってますます効率
化を促進し, 集中度を高める｡ そのため労働分配率が低下し, 所得格差が拡
大する｡
ピケティ [2014] は資本の成長率が経済成長率を上回るので, 先進国 (特
に米国) で格差が拡大していることを示した｡ 実質 GDP (国内総生産) は
増大しているが, 資本の成長率はそれを上回るので, 所得格差が拡大する｡
経済的不利を蒙った有権者はポピュリズム政党に投票し, その結果所得を再
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分配する政策がとられなくなる｡ それは需要不足を生み出し, GDPは停滞
する｡ 自動化はグローバリゼーションと同じような影響を及ぼすかもしれな
い｡ グローバリゼーションは世界中の国々との取引の変化として見ることが
できるので, 先進国と途上国の貿易は省力化を促進する｡ それによって先進
国では低スキルの労働者の需要が低下し, 賃金が減少した｡
次節では AIの意義について考える｡ そこでは AIが技術プラットフォーム
として位置づけられる｡ 第２節ではデジタルイノベーションの特色である非
競合性について明らかにする｡ 非競合性であるデジタル製品の市場では限界
コストがきわめて低いので, 勝者総取り市場となって大企業の集中度が高く
なる｡ これらの企業は効率的に行動するので, その労働分配率が低下する｡
アメリカにおける集中度と労働分配率の関係をみていく｡ 第３節では自動化
がタスクにどのような影響を及ぼすかをみていく｡ 自動化は労働を置換する
効果, 新しいタスクの創出の効果, 自動化された産業から労働が必要とする
産業への移動の効果を及ぼす｡ それらの結果アメリカでは自動化が労働を置
換する効果が大きい｡ 自動化は社会的政治的影響を受け, 技術は歴史経路に
依存する (path-dependent
(１)
)｡ そこで第４節ではロボットの利用で最先端を
走っているドイツでの自動化の影響をみていく｡ ドイツにおいて若年労働者
の失業が相対的に高い｡ 第５節では所得格差が大きくなって, 低所得者が増
えるとポピュリズム政党が参入して所得の再分配政策に影響を及ぼすことを
明らかにする｡
1. 自動化の進化とAI
1.1 産業革命と自動化
大量生産時代の自動化は作業者を移動させることができる連続フロー生産
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(１) 歴史的経路依存性については中田 [1998] を参照｡
の開発とともに, 高度に特殊化された工作機械を使用して個々の部品から複
雑な製品を大量に組み立てた｡ 1913年にフォードが導入した組立ラインは未
熟練労働者が操作できるように設計された｡ 20世紀の自動化は熟練労働者を
支援した｡
水蒸気と水力から電気へのエネルギー転換と連続プロセスおよびバッチ生
産方式によって多くの運搬, 運搬, および組立作業において熟練労働者が減
少した｡ 工場の組立ラインは極端な分業で膨大な量の人的作業を必要とした
が, 電化により生産工程の多くの段階を自動化することが可能になった｡ 一
方では機械を操作し監視する労働者や事務労働者の割合が増加した｡ 輸送革
命とともに市場規模が拡大すると同時に, 競争の激化によって自動化による
生産性が向上した｡ 20世紀に入って事務機器の機能進化と価格低下によりそ
の技術を補完する事務労働の需要が高まった｡ その結果高校教育を受けた職
員が増加し, 教育別賃金格差が縮小した｡ このように自動化は一方で労働を
資本に代替したが, 同時に新しいタスクが生まれ, 格差は小さくなった｡
コンピュータは1960年頃実用化され, 1990年代のインターネットと電子商
取引へと発展した｡ 1960年代にゼネラルモーターズは最初の産業用ロボット
が導入し, 1970年代にはアメリカの航空会社が予約システムのコンピュータ
化を行った｡ 1980年代から1990年代にかけては, 計算能力の急増に伴い, 計
算コストは大幅に低下した｡ コンピュータ化は小売業界や金融業界に広がり,
1980年代初頭にワープロと表計算機能によってコピータイピストを排除し,
繰り返し計算を自動化した｡ このコンピュータ化は人間が特定のタスクのア
ルゴリズムをあらかじめ組み込んでいるので, 他のタスクを実行することが
できない｡ AIの進歩は労働を資本に置換するタスクを拡大している｡ 歴史
的に, コンピュータ化は主に明示的なルールベースの活動を含む手作業およ
び認知的日常業務に限定されてきたが, AIの進歩によってコンピュータ化
は非定型的タスクに広がっている｡
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1.2 技術プラットフォームとしての AI
人間の知能はいくつかの異なる種類の精神活動から成り立っている｡ これ
らには計算, データ処理, パターン認識, 予測, さまざまな種類の問題解決,
判断, 創造性, コミュニケーションが含まれる｡ AIはおかれた環境を認識
し, それに応答してインテリジェントに機能する機械, ソフトウェア, アル
ゴリズムであってインテリジェントマシンを志向している｡ AIは機械学習,
統計的推論, 最適化の向上のために, ニューラルネットなどの多層プログラ
ムを利用する｡ それは明示的にプログラムされることなくコンピュータとア
ルゴリズムがビッグデータからタスクを学習, 予測, 実行することを可能に
する統計手法である｡ それによってコンピュータは自動制御され, 再プログ
ラム可能で, 多様に利用される｡
決定問題や活動は予測とパターン認識によって行われる｡ AIは視覚デー
タから対象を認識し, 聴覚データから音声を認識して提示されるデータから
抽象的なパターンを認識し, 過去の経験と現在の情報に基づいて決定を下す｡
AIの飛躍的進歩は膨大な量の非構造化データ (たとえば, 単純な方法では
表現できない音声データ) の処理と分析を可能にするハードウェアとアルゴ
リズムの進歩によるところが大きい｡
AIを実用化するにはさまざまなアプリケーションが必要であるので, AI
は技術プラットフォームとして捉えるべきである
(２)
｡ ロボットにはデータ処理
に AIや他のデジタル技術が利用されているが, 物理的な世界との相互作用
(動き, 変形, 再配置, 結合) に重点が置かれている点で他のデジタル技術
と異なる｡ ロボットはすでに多くの製造業や流通業で広く使用されているが,
それらの特定用途に使われ他の目的に利用するには人間がプログラムを変更
しなければならない｡ ここでいうロボットは人間のオペレータを必要とせず,
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(２) Acemoglu and Restrepo [2019a].
溶接, 塗装, 組み立て, 材料の取り扱いなどの手作業を実行する完全自律型
機械である
(３)
｡
ビッグデータが分析可能になるにつれて, 広範囲にわたる非日常的な認知
タスクがコンピュータ化可能になりつつある｡ ビッグデータによる技術進歩
の一般的な改善に加えて, ビッグデータ用のアルゴリズムは情報の保存やア
クセスに依存する分野に急速に参入している｡ ビッグデータの使用は人的労
働に対する主な比較優位性はスケーラビリティ (scalability) と人間のバイ
アスの排除である｡ 前者は規模が大きくなってもコストが上昇しないことで
ある｡ このため大規模なデータセットを使用するのに必要な計算がコンピュー
タによって効率的に管理されるので, AIアルゴリズムはビッグデータのパ
ターンを検出できるようになった｡
さらに AIアルゴリズムはセンシング技術の進歩によってセンサーデータ
の情報源となった｡ これにより人間のバイアスをかなり排除できると同時に,
観察や監視は集中力の低下によって中断されることがないので, 医療の診断,
法律サービス, 金融サービスのような微妙な判断を必要とするタスクもコン
ピュータ化可能になった｡ しかし問題設定, データの収集には人間のバイア
スが入る｡
ユーザインタフェースの進歩によってコンピュータがより広い範囲の人間
の要求に直接応答できる｡ それによっていくつかのタイプの仕事が完全に自
動化されることを可能になるが, そのデザインには高度なスキルが必要とな
る｡ ロボット工学は広範囲の手作業のコンピュータ化を支援するために AI
を直接利用する手段を提供する｡ ハードウェアの継続的な技術開発は雇用に
著しい影響を及ぼしている｡ 過去数十年にわたり, 産業用ロボットは製造業
のほとんどの作業員の日常業務を実行できる｡ しかし今ではより高度なロボッ
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(３) International Federation of Robotics (2016)
トが高度なセンサーやマニピュレータを備えている｡
コンピュータ化は主に明示的なルールベースの活動を含む手作業および認
知的定型的タスクに限定されてきた｡ しかし AIを利用したコンピュータ化
は今や非定型的タスクに拡大している｡ アルゴリズムがさまざまなスタイル
の書き込みに対して適切に機能するかどうかを判断するには, さまざまなス
タイルを含むデータが必要となる｡ データは人的労働に適切に置換するため
に管理しなければならない多くの偶発事象を特定化する｡ データを使用して
AIのアルゴリズムの成功に関する客観的かつ定量化可能な尺度を作成する
ことができるので, 人間労働よりもそのパフォーマンスが継続的に改善する｡
2. デジタルイノベーションと産業構造：スーパースター企業と
労働分配率
2.1 情報の非競合性
デジタルイノベーションは, 有形製品の知識要素として部分的にのみ無形
であるアナログイノベーションと異なり, 知識 (デザイン, 著作権, ソフト
ウェアコード, データ) のウェイトが高い｡ それは完全に無形であるので,
デジタル非競合性 (digital non-rivalry) の特色をもつ
(４)
｡ 非競合性はユーザ数
に関係なくどのような規模にも対応でき, ゼロまたは極めて低い限界コスト
でコピーでき, 同時利用が可能なことである｡ 一度組み立てられたり設計さ
れたりすると, 発明は追加コストがゼロで多数のユーザに対して同時にサー
ビスを提供することができる｡ したがってデジタルイノベーションは物理的
な制約がない｡ アナログ時代のアイデアは物理的な媒体を必要としたので,
保管したり, 普及させたり, 商業化したりするためには情報や知識は有形的
に具現化しなければならなかった｡ コンピュータやインターネットの進化に
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(４) Guellec and Paunov [2017].
よって物理的な媒体の必要性がなくなると, 電子ビットでコード化された知
識やアイデアはアクセスするだけでどこにでも瞬時に広がり, コミュニケー
ションコストは大幅に低減される｡
大量生産, 大量販売社会では製品の限界コストは低下したが, 限界コスト
は依然としてプラスであった｡ デジタルイノベーションによってデジタル製
品 (知識集約型製品) の限界コストはゼロ, ないしはゼロに近い｡ したがっ
てオリジナルな製品を開発するために投資を行うが, 同じテンプレートのコ
ピー製品には投資する必要がなく, 多くの製品コストは固定コストだけにな
る｡
デジタル製品は非競合性の特色により限界コストはゼロに近いので, 製品
の販売が増えるほど, 平均コストは低くなる｡ デジタル製品がアップロード
すれば, 誰でもアクセスできる｡ 顧客に提供するための限界コストはゼロで
あるため, 平均コストは販売量に比例して減少する｡ デジタル製品が市場で
成功すれば, 生産量は需要に迅速に適応し, 在庫が必要ないのでその点でも
平均コストは下がる｡
規模の経済により市場は勝者総取りの市場構造となって, 非対称的な市場
シェアを持つ市場が出現する｡ これがスーパースター経済である｡ 市場のダ
イナミクスはトーナメントに類似し, そこでは最高のオファーを提示する企
業がレースに勝利し, すべてではないにしても市場の大部分を獲得する｡ イ
ンターネット上でサービスを配信するなどアップスケーリングがほぼ瞬時に
行われているので, 流通コストは低下する｡ さらに知識に知的財産権が設定
されているので, フォロワは複製が困難である｡ さらに既存企業は高スキル
の労働者を容易に採用できる｡ その結果市場は勝者総取りになる｡
デジタル製品を販売する企業はマルチサイドプラットフォーム (multi-
sided platform) を構築して, 特定の顧客層 (市場) に無料で提供する差別
価格を取ることができるので, 新規参入が困難になる
(５)
｡ 複数の顧客層 (市場)
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に間接的ネットワーク効果が働くので, 既存プラットフォーム企業は優位性
をもつ｡ さらにプラットフォーム企業はビッグデータを所有し, アクセスを
独占している｡ ユーザはスタンダードと評判の影響を受けて他のプラットフォー
ムへ移動に取引コストがかかるので, 競合他社への参入は抑制される｡ 消費
者はわずかな品質の差であっても, 相対的に優れた製品を選択する｡ グロー
バリゼーションによって貿易障壁がなくなると, スーパースター企業はロー
カル企業を駆逐する｡
一方でコンピュータ化は新しい知識を創出し, 伝達するコストでは多くの
市場に比べて参入コストを削減している｡ たとえばクラウドはコンピュータ
に低コストでアクセス可能にする｡ 第２にデジタルイノベーションは非競合
性であるので, 広告や配信にウェブページなどのデジタルネットワークを利
用できるので, 物理的製品の製造企業のマーケティングコストは低下する｡
第３にデジタルイノベーションは規模に対応できるので, 労働や資本を節約
でき製品コストが低下する｡ イノベーションコストが低下することは新規参
入が促進され, 競争が激化する｡ 技術が急速に変化する分野では新規参入が
おきる｡ たとえば Uber, Airbnbはインターネットやスマートフォンを使っ
て共有経済のビジネスモデルを利用して参入に成功している｡
しかし既存プラットフォーム企業は優位性をもち新製品改良してシェアを
維持している｡ 次のイノベーションが登場して挑戦者が成功するまで, 既存
企業は市場力を維持する戦略をとってレントを確保できる｡ 既存企業がネッ
トワーク効果や間接的ネットワーク効果が大きいほど, 技術スタンダードや
データを独占すれば, 既存企業の集中度は高まる｡ プラットフォーム企業は
マルチサイド市場で展開するので, 特定の顧客層に対して無料でサービスを
提供できる｡ GAFAのような巨大プラットフォーム企業は規模と範囲の経済
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(５) 中田 [2015].
性, ネットワークの経済性を活かしてシェアを拡大し, ビッグデータを分析
してより良いサービスを提供することができる｡ さらには豊富な資金でイノ
ベーションを行ったベンチャや小規模企業を買収することができる
(６)
｡ このよ
うに支配的企業は長期にわたって独占レントを獲得できる｡
2.2 非競合性の排除性と集中度
イノベーションが新規参入企業を阻止する要因は２つある
(７)
｡ デジタル財は
非競合性の特色をもつ｡ 前述のように多数のユーザが同時に利用したり, 共
有できるので, 社会的利益が増大する｡ しかし情報や知識はライバル企業を
排除するような制度がとられる｡ イノベータの利益を確保するために知的財
産権が設定されライバル企業を排除する｡ このような排除性によってイノベー
タは市場支配力をもち, レントを獲得する｡ 社会的に最適なイノベーション
は政府が資金を提供し, それらを自由に利用できるようにすることである｡
それは現在基礎研究に公的資金を投入し, その知識を共有することがみられ
る｡ たとえばインターネットの発明はいくつかの非常に重要な革新的技術を
生み出した｡
しかし多数は民間主導で行われイノベータの利益を確保するために知的財
産権が設定されている｡ このときイノベーション活動への参入が制限される
ので, イノベータによって得られる利益は一般的にイノベーション活動のコ
ストよりも大きくなる, その結果イノベータは市場支配力をもち, 独占レン
トを獲得する｡ さらに差別化競争が激しい市場ではコストのかかるイノベー
ションを開発した最初の参入企業が独占的立場を維持し, 新規参入を阻止す
る｡ というのは潜在的なライバル企業は参入すれば, 既存企業が価格を限界
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(６) 中田 [2017]. たとえば Google は YouTube を買収し, Facebook は Instagram
やWhatsAppを買収した｡
(７) Korinek and Stiglitz [2017].
コストまで引き下げるので, 投資を回収できないことを知っているからであ
る｡ たとえばアマゾンはコスト切り下げのために大規模投資を行っているの
で, 利益率が低い
(８)
｡
第２の参入阻止の要因は多数のイノベータが存在する場合, 期待レントは
ゼロになるまで競争がおきるが, イノベーションの成功は確率的であるので,
事後的に勝者と敗者があることである｡ その結果利益は非対称的に獲得され
少数のイノベータがレントを得ることになる｡ このようにイノベーションが
非競争的であれ, 競争的であれイノベータがイノベーションのコストを超え
てレントを獲得するので, 社会的利益から乖離する｡
2.3 集中度と労働分配率
以上のようにデジタルイノベーションの結果, 勝者総取り市場がみられる
業種が増え, 消費者や企業が価格に敏感になり, GAFAのようなプラットフォー
ム企業がマルチサイドプラットフォームを構築してネットワーク効果や間接
的ネットワークを活かして, 支配的企業の集中度が高くなった｡ スーパース
ター企業は生産性が高く, 市場競争が激化すると (需要の弾力性が高くなる
と) 高いシェアを獲得する｡
重要なことはこのスーパースター企業がコスト効率化を行うので, 労働分
配率が低下することである
(９)
｡ ある企業が参入する前には生産性は不確実であ
る｡ その企業はサンクコストを負担して活動する｡ 固定コストがあるので,
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(８) Khan [2016].
(９) 以下のモデルは Autor, Dorn, Katz, and Reenen [2017] に基づいている｡ ある
企業 iの生産関数を   (は総付加価値, は資本と労働の相対価格
を一定とする技術進歩, は労働, は資本であり, はそれらの配合である｡)
とする｡ 企業間で異なると仮定する｡ スーパースター企業はが高い｡ 生産に
必要な一定量の固定労働力が存在すると仮定しているので, 総労働	は固定労
働と間接労働からなる｡
生産性の低い企業は退出し, 固定コストが低い効率的な企業が集中度を高め
る｡ その企業は労働を資本に代替することによって固定コストを節約して効
率化を促進するので, 労働分配率は低下する
(10)
｡ 消費者や顧客企業が価格に敏
感になれば, 生産性の高い企業は高いシェアを獲得する｡ 生産性の高いスー
パースター企業がより効率的行動するので, その労働分配率が低下する｡ 実
際 Googleや Facebookなどのスーパースター企業の多くは, 収益が知的財産
権と少数の高スキルの労働者に依存しているので, 収益に比べて人件コスト
はきわめて低い｡
Autor, Dorn, Katz, and Reenen [2017a, 2017b] はアメリカにおける製造業,
小売業および卸売業, ユーティリティおよび運輸業, 金融, サービスで1982
年から2012年までに上位４社と上位20社の集中度の変化を, 売上に占める付
加価値と従業員数に占める付加価値で測定している｡ これは図１で示されて
いる｡
規模を売上でみた集中度は従業員でみたそれよりも大きい｡ 規模を売上で
みると, 製造業では上位４社の売上集中率が38％から43％に上昇し, 金融業
界ではそれは24パーセントから35パーセントへ, サービス業では11％から15
％へ, 小売業は15％から30％へ, 卸売業は22％から28％へと上昇している｡
一方従業員数でみた場合の集中度は金融, サービス, 特に製造業における販
売集中度よりも緩やかになっている｡ このように各部門の集中度は一貫して
上昇傾向にある｡
図２は2007年から2012年における上位集中度20社の集中度変化と労働分配
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労働市場が競争的であると仮定すると, i企業の労働分配率は(１)式で示される｡
	
 (１)
上式では名目付加価値に占める労働所得, 	はマークアップ率,
は製品価格, は限界コストである｡
(10) 注(９)の(１)式で製品のマークアップ率 ((１)式で	) が高いか, かつまた
総付加価値に占める固定費 

が低いほど, 労働分配率は低下する｡
率 (売上に占める賃金総額) の変化の散布図である
(11)
｡ 図２ですべての産業で
傾きはマイナスであるので, すべての産業で集中度が高くなると, 労働分配
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図１ 集中度の推移
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(11) Autor, Dorn, Katz, and Reenen [2017a, 2017b].
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図２ 上位20社の集中度の変化と労働分配率の変化
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率が低下している｡ このように集中度が高くなるほど, 労働分配率が低くな
る｡ 支配的企業はイノベーションを行って労働を資本に代替して効率的に行
動するので, 集中度が高まり, 労働分配率が低下する｡
3. タスクの自動化と労働分配率
3.1 労働に対する自動化の影響
この節ではタスクへの自動化の影響を見ていく｡ 生産には資本または労働
に割り当てられたタスクが必要であり, 一連のタスクか製品を生み出す｡ 新
しい技術は現在のタスクで資本と労働の生産性を向上させると同時に, 生産
要素へのタスクの配分に影響する｡ これを生産のタスク内容という
(12)
｡ タスク
内容の変化は労働需要や生産性に影響を与える｡ 自動化はさまざまなタスク
で資本を労働の代わりに使用できる技術であるので, 生産のタスク内容の変
化は労働には不利になる｡ これを置換効果 (displacement effect) という
(13)
｡
このため置換効果は労働分配率を下げる｡
資本は人間が行っていたタスクを行うので, 自動化は生産性を上げ, 労働
分配率を下げる｡ 生産のタスク内容の変化の例として経理, 販売, 物流, 管
理のタスクは従来ホワイトカラーのタスクであったが, 現在ではその多くが
AIやソフトウェアに置換されている｡ このタスク内容の変化によって自動
化は生産性を向上させる｡ これを生産性効果という
(14)
｡
自動化は一方で労働が優位をもつタスクを創出して, 置換効果を相殺する｡
これを復元効果 (reinstatement effect) という
(15)
｡ ソフトウェアとコンピュー
タはいくつかのホワイトカラーのタスクを置換したが, 同時にいくつかの新
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(12) Acemoglu and Resrepo [2019b].
(13) Acemoglu and Resrepo [2019b].
(14) Acemoglu and Resrepo [2019b].
(15) Acemoglu and Resrepo [2019b].
しいタスクが生まれた｡ これらにはソフトウェアやアプリケーションの開発,
データベースの設計と分析, コンピュータセキュリティ関連のタスクなど,
ハイテク機器のプログラミング, 設計と保守に関連するタスク, 管理を含む
既存のタスクよりも特殊な機能に関連するタスク, アナリスト, 医療機器技
術者等が生まれた｡
マクロ経済の観点から見ると自動化の効果は生産性効果, 置換効果に加え
て, 自動化された産業から労働が他の産業に移動する効果, すなわち合成効
果が影響する｡ 生産性効果は自動化される産業の付加価値に影響を与える｡
置換効果はタスクの内容を変えて, その産業の付加価値に影響を与える｡ 合
成効果は異なる労働強度の産業間の活動の再配分である｡ 自動化された産業
iから退出する労働者は人的資本が必要な産業 jへ移動する｡ その結果労働
力や資本の生産性を高めたり, 生産要素の変化によって代替効果が生まれる｡
代替効果は生産要素の価格変化によって産業内での労働集約的なタスクと資
本集約的なタスク間の代替である｡ 産業 jでは産業 jよりも労働分配率が高
いので, 産業 jの労働需要が高くなって労働の再配分していることになる｡
一般的には製造業の自動化はサービス産業の労働需要を高める｡
以上のことから労働需要の変化は生産効果, 合成効果, タスクの内容の変
化, 合成効果, 代替効果からなる｡ Acemoglu and Resrepo [2019b] は賃金
の変化を1947年から1987年までと1987年から2017年とを比較している｡ 1947
年から1987年では１人当たりの賃金が年率2.5％で増加した｡ これは主とし
て生産効果が寄与し (年率2.4％増加), 代替効果と合成効果は小さい｡ 1947
年から1987年では置換効果の影響により労働需要は年率約0.48％減少したが,
復元効果により年率0.47％の労働需要が増加した｡ 第二次世界大戦後の40年
の間に多くの自動化があったが, これは製造業自動化に見合うタスクが生ま
れ, 労働需要が増加したためである｡
1987年から2017年では一人当たり賃金は年率1.33％で緩やかに増加したが,
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2000年以降は低迷している｡ 労働に対する生産のタスクの内容が大幅にマイ
ナスにシフトして, 労働需要が生産性から切り離されたので, 累積的に生産
のタスクの内容の変化は労働需要を年率0.35％, 累積10％減少させた｡ 製造
業では置換効果により年率約1.1％, 累積約30％の労働需要が減少した｡ 合
成効果と代替効果は賃金総額に非常に限られた影響しか及ぼさなかった｡ 過
去30年間の労働需要の伸びの鈍化は, 貧弱な生産性の伸びと新しい仕事の創
出によって相殺されていない急速な自動化による仕事の仕事内容の不利なシ
フトの組み合わせによるものである｡
1987年から2017年の労働需要が低下した要因は, 自動化が加速する一方,
復元効果が減速によって生産のタスク内容がマイナスの効果を及ぼし, 経済
成長が停滞したためである｡ 雇用機会の喪失, 所得格差によって総需要が低
下して, それが新しいタスクの創造を妨げた｡ さらに自動化と新しいタスク
の創造とのバランスがとれなかった場合が考えられる｡ ハードウェアとソフ
トウェアの進歩に基づく新しい汎用テクノロジによって, 自動化がさらに安
価になったり, または新しい労働集約型タスクを創出するためのアイデアが
不足している可能性がある｡ 自動化のインセンティブが増大し, 新しいタス
クを作成するためのインセンティブが減少したため, これらのイノベーショ
ンの可能性のフロンティが変わったとも考えられる｡
加えて自動化にはレベルがある｡ 自動化には画期的に生産性を高める技術
とわずかにそれを高める中途半端な技術 (so-so technologies) がある
(16)
｡ 労働
生産性が自動化よりも高かったり, 自動化の生産性が低い場合に, 生産性は
向上しない｡ しかし企業は労働コスト削減をはかって自動化の投資を行う｡
たとえば顧客サービスの自動化である｡ これは人的サービスの担当者を自動
化したが, それが低品質であるので, 大きな生産性の向上はなかった｡ 中途
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(16) Acemoglu and Resrepo [2019b].
半端な技術は生産効果が置換効果を相殺しないので, 労働需要が減少する｡
制度上の問題を見逃してはならない｡ まず大企業は多国籍化をとっている
が, 多国籍企業は税金をコストとして考えて, 租税回避を行って税金の最小
化する拠点配置を行っている｡ 最近では GAFAの租税回避が問題となって
いる｡ またアメリカや日本の税法は税額控除や加速度償却を通じて機器の投
資を促進する一方, アメリカのように給与税を課して雇用に課税している｡
このような制度からの支援によって自動化が促進し, 生産プロセスから人的
要素を排除する AIへの投資が拡大している｡ 特にスーパースター企業は自
動化と省力化したビジネスモデルを構築している｡ このように自動化と比べ
て新しいタスクの開発が遅れている｡ 新しいタスクは生産性に影響するので,
復元効果が遅いと生産性は伸びない｡ 生産性が低下すると賃金が低下するの
で, 付加価値は低下する｡ さらに新しい技術と労働者のスキルにミスマッチ
が存在して復元効果が小さいと生産性が低下する
(17)
｡
3.2 タスク内容の変化：置換効果と復元効果
どのようなタスクが自動化に置換されるのだろうか, 逆に AIに置換でき
ないタスク, さらには AIが人間能力を向上させて, AIと人間と協業するよ
うな復元効果が見こまれるタスクについて考えよう｡ コンピューティングの
実質コストの長期的な価格下落は, 雇用主が労働力をコンピュータ資本の代
わりにするという大きな経済的インセンティブを生み出している｡
Frey and Osborne [2018] は研究者のアンケートに基づいてどのようなタ
スクがコンピュータ化され, それが困難なタスクの予測を行った｡ それによ
れば, おそらく10年から20年以内に米国の総雇用の47％が自動化されるとし
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(17) コンピュータ化はハードウェアやソフトウェアへの投資と従業員の高度なスキ
ル, 意思決定の構造の変化が必要である｡ 後者の変更に時間がかかることも影響す
る (Brynjolfsson and McEheran [2016], 中田 [2018] を参照)｡
ている｡ コンピュータ化の高い業種はまず運輸・物流である｡ すでに自動運
転が実用化されようとし, センサーのコストの低下が高度なセンサーを搭載
した自動車のコスト効果を高めるので, 輸送および物流業務の自動化が実現
可能である｡ さらにビッグデータ用のアルゴリズムはすでに情報の保存やア
クセスに依存する領域に急速に入りつつあり, オフィスや管理サポートのタ
スクがコンピュータ化の対象となる｡
産業用ロボットは製造業における多くの作業員の日常業務を行っている｡
産業用ロボットがより高度になって器用さが向上しているため, より日常的
な非定型的な手動作業を実行できると予測される｡ 技術的能力の観点からす
ると, 製造タスクの雇用の大部分は今後10年から20年で激減する可能性があ
る｡
サービス, 販売, 建設のタスクにおける雇用のかなりの割合が高いコンピュー
タ化の確率を示している｡ まず, 個人用および家庭用サービスロボットの市
場は, すでに年間約20％成長している
(18)
｡ 機動性と器用さを伴う課題における
人間の労働力の比較優位性は時間の経過とともに減少するので, サービス職
業における労働力代替のペースはさらに高まると思われる｡ リスクの高い販
売職業にはレジ係, 窓口, レンタル店員, およびテレマーケティング担当者
のような販売がコンピュータ化される可能性が高い｡ さらに工場内の管理さ
れた条件下で建設作業がコンピュータ化されると予測される｡
一方でコンピュータが困難なタスクも存在する｡ まずロボットはまだ人間
のような知覚の深さや柔軟性を備えていない｡ ロボットは洗練されたセンサー
およびレーザの急速な開発によって基本的な幾何学的識別を行う｡ スーパー
マーケット, 工場, 倉庫, 空港, および病院は, 大型の車輪付きのオブジェ
クト用に設計されているので, ロボットが日常的ではない手作業の作業を容
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(18) MGI [2013].
易に行うことができる｡ たとえば2012年に Amazon.com が買収した Kiva
Systemsは大規模な空間ではタスクを設計し, バーコードをフロアに貼って
ロボットに情報を送ることができる｡ しかし雑然とした視野での対象物およ
びそれらの特性の識別など, より複雑な知覚作業には大きな課題が残ってい
る｡ また非構造化作業環境に関連するタスクはコンピュータ化が困難である｡
たとえばほとんどの個人の住居は構造化されておらず, 複数の不規則な物体
を識別しなければならないし, 移動を妨げる空間で作業を行わなければなら
ない｡
第２に創造的知能タスクをコンピュータ化は困難である｡ 創造性はこれま
でにないアイデアを複雑に組み合わせで生まれるので, 豊富な知識が必要で
ある｡ さらに創造プロセスで人間の特異な知識をプログラムにコード化でき
ない｡ また創造性は価値観が強く影響するが, その価値観は変化する｡
第３に人間の社会的知性は交渉, 説得, 介護などの幅広い業務において重
要であるが, これらは状況や時間に応じて変化する｡ 組織内のメンバーと意
見を交わして, 説得し, 調整して問題を解決したり, 交渉して契約を交わす
ことは社会的知性が必要となる｡ このように, ヒューリスティックを必要と
するジェネラリスト職業, および新しいアイデアやアーティファクトの開発
を含む専門的タスクや状況に応じた知覚を必要する場合にはコンピュータ化
は現在のところ不可能である｡ そのような社会的知性タスクのコンピュータ
化を支援するために, 感情や社会性を組み込む必要がある｡ AIとロボット
は人間の社会的相互作用のいくつかの側面を再現することができるが, 人間
の自然な感情のリアルタイム認識は依然として困難な問題であり, そのよう
な入力に知的に反応する能力はさらに困難である｡
現在は多くはないが, 人間が AIと協業して能力を向上させるようなタス
クの創出が考えられる｡ 教育とヘルスケアは AIと労働で相互に補完関係が
ある分野である｡ 現在教育は AIの浸透度が低い分野である｡ 教育主流は教
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室での画一教育である｡ しかし多くの学生は異なる個性を持っているので,
多様な学習スタイルをもっているので個別指導が望ましい｡ しかし個別指導
は不可能である｡ 教師が不足していることもあるが, 特定の科目やトピック
で生徒の最適な学習スタイルを決定するための情報を誰も持っていないし,
その情報を取得して処理できないことが大きな障害である｡
AIソフトウェアは特にさまざまなスタイルで指導されたケースに応じた
学生がさまざまな分野で抱える特定の反応, 困難, および成功に関するデー
タをリアルタイムで収集して処理し, 個別教育の改善のために推奨するよう
に設計できる｡ AI主導の教育方法は将来の労働市場でより価値のあるスキ
ルを学生に提供できる｡ そのような技術を開発し展開することは同時に教育
における人間の労働の需要を増大させる｡ AIソフトウェアや他の技術の助
けを借りても, 個別指導を行うためには多様なスキルを持つ教師がもっと必
要となる｡
ヘルスケアも教育に類似している｡ 情報を収集および分析する AIアプリ
ケーションは医者, 看護師, 技術者, 医療提供者に, 幅広いサービスとより
リアルタイムの健康アドバイス, 診断, および治療を提供し, それらの情報
をもとに個別に患者に対応するには人間の労働が必要となる｡ 教育やヘルス
ケアの例は AIがマシンのトレーニング, 監視するタスクを人間に代わって
行うことができることを上回る人間のスキルの重要性を示している｡ ロボッ
トは高齢化対応に役立つので, 実用化を促進する必要がある｡
4. ドイツの自動化と賃金格差
これまで主に Autor, Dorn, Katz, and Reenen [2017a, 2017b] と Acemoglu
and Resrepo [2019b] に基づいてアメリカにおける自動化による労働分配率
の低下についてみていきた｡ 次にロボットの最先端を走っているドイツにつ
いてみていこう｡ 自動化の進展は政治, 社会制度が国によって異なるので,
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自動化が労働に対する影響が異なる｡ Dauch, Findeinsen, Suedekun, and
Woessner [2018] は, ロボットと雇用についてドイツ連邦雇用庁の労働市場
データを使っての実証研究をおこなっている｡ ここでいうロボットは自動制
御され, 完全自律型で, 多目的に利用される汎用性をもつ｡ ドイツのロボッ
トの利用は世界トップであり, EUの平均の２倍, アメリカの４倍で, 労働
者1,000人あたり7.6台である｡
かれらの実証結果によればロボットの普及は雇用に影響を与えていない｡
前述の合成効果によって製造業では雇用は減少したが, サービス業が雇用数
を増やし, 雇用減が相殺された｡ ロボットの採用によって地域の産業が雇用
数を増やした｡ ここでいうサービス業には情報通信技術, 清掃, またはセキュ
リティに関連するサービスとホテル, レストラン, ヘアカットなどの消費者
向けサービスが含まれる｡ そのなかでもっとも雇用を増やしたのはビジネス
サービスである
(19)
｡ 製造業で労働者1,000人当たり, １台のロボットの採用に
よって2.11人の雇用減があったが, サービス業で２人の雇用増があった
(20)
｡ 自
動車産業は多数のロボット化が採用され, ロボットによる雇用減が大きい｡
ロボットの採用によって労働生産性は上昇したが, 労働分配率は低下した｡
置換効果が生産性効果, タスク内容の変化の効果を上回っている｡ 第３四分
位の労働者の賃金が第１四分位のそれよりも分配率が1.32％低下した｡ すな
わち下位所得の労働者の分配率が低下している｡ ロボットの採用がされても,
もとの企業で配置転換された労働者が多い｡ したがってロボットのマイナス
の影響は柔軟なタスクの移動, 他産業への移動が必要である｡ このようにド
イツではロボットの採用は雇用を安定させているが, 労働分配率が低下し,
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(19) これは Acemoglu and Restrepo [2018b] による, ロボットの採用の増加によっ
て人間の補完的インプットの需要が高まったモデルと一致している｡
(20) ドイツでは旧東ドイツや他 EUからの労働者の移入があるが, 統計分析ではそ
の影響はみられない｡
賃金が低下している｡ 労働者の参入についてみてみると, 若年労働者の製造
企業への雇用が低下している｡ ロボットの採用による雇用数の調整の代償と
して若年労働者の失業がある｡
図３は1995年から2015年間で1995年を100としてタスク (縦軸) 毎, 図４
はスキルカテゴリー毎の累積賃金 (横軸, 1995年を100として正規化) を示
している｡ 図３は累積賃金を従属変数, タスクカテゴリー, スキルカテゴリー,
プラントの規模, 産業と地域を独立変数とした回帰式でタスクカテゴリーの
回帰係数の変化であり, 図４はスキルカテゴリーの回帰係数の変化を表して
いる｡ 高スキルは大学出身者, 中スキルは職業訓練出身者, 低スキルはその
他出身者である｡
タスクではマネジメント, 法律の従事者, 技術者の賃金は概ね上昇し, 製
造業のオペレータ, メンテナンスの従事者は低下している｡ また高スキルの
労働者の賃金は上昇し, それ以外のスキルの労働者の賃金は低下している｡
このようにドイツでは雇用は安定しているが, タスクやスキルについて賃金
AIと所得格差（中田善啓)
272
図３ タスクと労働分配率の変化
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回帰係数 (５％水準で統計的に有意)
格差が拡大している｡ ドイツでは労働者はアメリカや日本よりも法的に保護
されている｡ 労働時間は法律で上限を規制され, ６ヶ月間の平均労働時間は
１日８時間以内でなければならない｡ また企業では雇用される労働者は労働
契約書を交わす必要があり, それは原則無期限で退職するまで更新する必要
がない｡ このため自動化によって既存の労働者の雇用が奪われることが少な
い｡ 一方では若年労働者の雇用が低下し, 全体として賃金格差が拡大してい
る｡
5. 所得格差とポピュリズム
これまで AIによる自動化によって所得格差が増大していることをみてき
た｡ その不平等を縮小するには所得の再分配が必要である｡ このような再分
配には政治的社会的意思決定が必要である｡ 最近これに障害となる政治的動
向, すなわちポピュリズムが台頭し, 勢力を拡大している｡ AIによる置換
効果による労働者の所得分配率の低下に伴ってポピュリズムが拡大している｡
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図４ スキルレベルと労働分配率の変化
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技術変化全般, 特に AIの影響の多くはグローバリゼーションの影響に類
似している｡ グローバリゼーションは技術の変化, 世界の他の国々との取引
の変化として見ることがでる｡ 特に先進国と途上国の貿易は省力化である｡
熟練していない労働者, または一般的な労働者に対する需要は低下し, 賃金
が減少した｡ アメリカで中国からの輸入によって引き起こされた製造業の失
業は2016年の大統領選挙において重要な役割を果たした
(21)
｡ イノベーションと
知的財産権の副作用はグローバリゼーションと同様に労働需要を低下させ,
大企業の市場支配力の創出と労働者の交渉力を弱める｡ 自動化の不安はすで
に高いので, AIによる雇用喪失経済的に恵まれない人々の政治的反応を生
み出す可能性が高い｡
ポピュリストはレトリックを用いてエリートに対する反感を駆り立て, 大
衆をしばしば恐怖に陥れて, 長期的コストを無視して短期的利益を追求する
(22)
｡
ポピュリズムには右派と左派がある｡ 日本, EU, アメリカでは右派ポピュ
リズムが強い｡ ポピュリズムの需要側 (それを支持する有権者) では危機に
よって深刻な影響を受けた人々がポピュリズム政党に投票することが多い｡
かれらは短期的な安心と保護の要求を持っている｡ アメリカや EUではポピュ
リズム政党の支持者はアイデンティティを重視し, 移民への敵意を持ってい
る｡ ポピュリズムの供給側 (ポピュリズム政党の参入) はレトリックやフェ
イクニュースを使って大衆に不安と恐怖を駆り立てる｡ 伝統的な当事者との
失望がもっとも大きい時期と場所, 経済的な不安による棄権の基盤が最も広
い時期と場所で, ポピュリズム政党が参入する｡
グローバリゼーションと自由貿易の影響はいくつかの分野で失業者労働力
を生み出し, 自由市場への信頼感を低下させた｡ 同時に金融危機と多くのユー
ロ圏諸国における通常の財政政策は福祉のための政策をとっていないという
AIと所得格差（中田善啓)
274
(21) Autor, Hanson, and Majlesi, [2017].
(22) Guiso, Herrera, and Sonno [2017].
知覚を高める｡ 実際伝統的な左派の政権 (EUでは社会民主党, アメリカで
は民主党) は新自由主義的政策をとり, グローバリゼーションを促進する政
策をとった｡ その結果所得格差が拡大し, 左派政権への失望が増大した｡ こ
の意味では新自由主義的政策がポピュリズム政党を生み出した｡
ポピュリズム政策の提案は, 短期的な保護に決定的に依存しており, 制度
的制約を劇的に解消すること (例えば, 減税, ユーロ圏からの輸入, 輸出の
障壁, 国境の壁の建設など) を訴えると同時に, 必要な資金調達コストを隠
蔽する｡ そのためには一般的な反エリートのレトリックが必要である｡ 左派
のポピュリストは不平等な分断に焦点を当てる可能性が高いため, 主に進歩
的有権者や, 再配分や保証収入などの政府プログラムに依存する可能性の高
い人々が支持する｡ たとえばユーロ圏からの退出を明示的に要求してもよい
し, EUの予算ルールに違反するような政策 (所得の大幅な引き上げ) を公
約する｡
より多くの情報を使って政策の結果を予測する教育レベルの高い有権者は
伝統的な政党に投票していた｡ これらに不満をもつ人々はポピュリズム政党
に投票しないで棄権を選択する｡ 教育レベルの低い有権者は制約, 規則, 制
度への徹底的な変化のリスクと潜在的なコストを過小評価する可能性が高い｡
しかしポピュリストは長期的な結果を隠蔽する｡
右派ポピュリストは国民のアイデンティティの分断を利用して､ 移民への
国境を閉鎖したり, 暗黙には大企業を保護する｡ そのため国家主義的傾向が
強い｡ 短期的な利益を求める右派のポピュリストは明示的な再配分的要素を
欠いており, 保護主義的政策をとる｡ 一方で課税所得を下げるが, 所得再配
分の政策をとらないので, 長期的には所得格差が拡大する｡
有権者の投票行動はまず投票のコストとベネフィットを比較考量して投票
するか棄権するかを決定する｡ ポピュリズム政党へ投票する有権者は, 需要
側では危機からもっとも深刻な影響を受けて伝統的な政党, 政治, 制度への
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信頼が低くなり, 反エリートの意識が強く, レトリックによる信念の操作に
対して脆弱な人々である｡ 不信と反移民の態度は投票行動の自律的かつ文化
的な推進要因ではなく, 危機によってもたらされた経済的な不安定さが棄権
と投票に影響する経路である可能性がある｡ 伝統的な政党の支持者でその政
党への不満をもつ有権者はポピュリズム政党へ投票するのではなく, 棄権す
る｡ 棄権が多くなると, ポピュリズム政党の支持率が相対的に高くなる｡
従来ポピュリズムの支持層は低所得者, 教育レベルが低い有権者であった
が, 最近高所得者や教育レベルの高い人々がポピュリズムを支持するような
動きが目立つ｡ ポピュリストは課税所得を減税し, 高所得者に有利な政策を
とる｡ これまでみてきたように教育レベルによって所得格差が拡大し, 高学
歴者の所得が高くなっているので, ポピュリズム政党が支持されていると思
われる｡
おわりに
以上のように AIを利用した自動化はタスク内容の変化により置換効果,
復元効果, 合成効果, 代替効果を複合的に考慮すると, 置換効果が強く働き,
労働需要が低下し, 賃金格差が拡大している｡ これは生産性の上昇が労働需
要を相殺するほど高くないこと, 新しいタスクの創出が遅れているためであ
る｡ これらを考慮して独占禁止法によって支配的企業の集中度の排除, デー
タの保護, 税制改革などによって所得再分配を行い, 解消する政策が必要で
ある｡ しかしこれを阻害するようなポピュリズム政党の支持が増加している｡
ポピュリズムの最大の欠点は長期的視点の欠如である｡ その結果所得格差は
ますます拡大する｡
最後に日本の労働分配率をみると, 製造企業では資本金10億円以上の大企
業の売上比率とその労働分配率はマイナスの相関をとっているが, 非製造企
業ではその関係はみられない
(23)
｡ しかし時系列でみると労働分配率は低下して
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いる｡ 日本の場合はアメリカや EUと同様にグローバリゼーションと自動化
が分配率を低下させている｡ アメリカや EUにみられない要因は日本で少子
高齢化による生産人口の急速な低下である｡ 生産人口の急速な低下は経済成
長を低下させている (藻谷 [2010])｡
自動化は生産人口の低下による GDPの低下を食い止めることができる｡
しかし日本の AIの研究は世界的に見て大きく遅れている
(24)
｡ 2018年で AIの人
材数は第１位のアメリカで12,027人 (人口10万にあたり3.6人), 第２位のカ
ナダで1,431人 (人口10万にあたり3.8人) に対し, 日本は321人 (人口10万
にあたり0.2人である
(25)
｡ 日本では中国のように AIへ多額の投資を行っていな
いので, 今後の自動化の急速な発展は期待できない｡ カナダのトロントは北
のシリコンバレーといわれている｡ トロントは1983年にアメリカの深層学習
の研究者 Geoffrey Hintonをトロント大学に招聘し, AI研究を世界的レベル
に高めた｡ 政府の支援に加えて世界から優秀な研究者が集まり, それを追っ
て Google, Uberなどの企業が研究所を設立した｡ この間30年あまりかかっ
ている｡
このように研究が実用化されるには投資と時間がかかるので, 長期的視点
が不可欠である｡ 1990年代にはコンピュータ化が研究や事業の主流になって
社会が変革することは見通す人々が多かった｡ 少子高齢化と生産人口の減少
は1980年代には明らかになっていた｡ そのときから教育, 研究に投資を行い,
働きやすい (特に女性に対して) 労働環境を整えていたら, 現在のような状
況は緩和されていたはずだ｡ これらの政策には長期視点と長期コストが必要
であるが, この間ポピュリスト的政策がとられたことが最大の原因である｡
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(23) 末廣 [2019].
(24) 朝日新聞 [2019].
(25) 中国は619人 (人口10万にあたり0.04人) であるが, 急速に AIの研究投資を行っ
ており, 2020年には世界的レベルに達すると言われている｡
すでにグローバリゼーションは所得格差を拡大しているなかで, 本格的に
AIが実用化されると, 所得格差が増大する｡ そうなると, ますますポピュ
リズム政党が支持を拡大し, 所得再配分の政策がとられず, 不平等が大きく
なる｡
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